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仕様書（第２０期「京都教師塾」の実施に係る保険） 

 

本案件は、市内中小企業以外による見積書の提出を認めます。 

 

１ 保険の主旨 

① 本市の実施する京都教師塾の活動中に京都教師塾の塾生が被る身体傷害を補償する。 

② 同活動中に京都教師塾の塾生が他人の身体を負傷させ、財物を損傷させてしまった場

合に法律上の賠償責任を負う際の損害を補償する。 

 

２ 用語の定義 

（１） 塾生 

別添①「第２０期京都教師塾募集要項」に従い、京都教師塾の活動に参加する者を指す。 

（2） 京都教師塾の活動 

別添②「第２０期京都教師塾募集ガイド」に掲載している第２０期京都教師塾のカリキュラ

ム（京都市教育学講座、京都市立学校実地研修、授業実践講座、フィールドワーク等）への参

加を指す。 

なお、活動の範囲には活動場所間の移動または活動場所までの通常の往復経路途上を

含めること。 

 

３ 内容 

（1） 保険内容及び種目例 

① 塾生の傷害に対する保険（傷害保険） 

② 塾生の賠償責任に対する保険（賠償責任保険） 

※ 上記保険種目は参考として記載するものであり、本仕様書に記載の補償内容または

それ以上の補償内容の保険であれば、保険種目や名称は問わない（例：①の仕様を満

たす「普通傷害保険」や「費用保険」など）。 

いずれの場合においても、見積書に本仕様書の補償内容を満たしている旨を明記す

ること。 

 

（2） 期間 

令和７年１０月１１日（土）０時から令和８年３月２７日（金）２４時まで 

 

（3） 保険の対象  

① 塾生の傷害に対する保険：第２０期京都教師塾の塾生 

② 塾生の賠償責任に対する保険：第２０期京都教師塾の塾生又は本市 
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（4） 保険事故  

① 塾生の傷害に対する保険 

塾生が京都教師塾の活動中に被った急激、偶然、外来の事故によるケガ。 

 

② 塾生の賠償責任に対する保険  

ア 塾生が京都教師塾の活動中に、他人、本市の職員その他の者の身体の障害及び財

物の損壊について、法律上の賠償責任を負担することによって被る損害。ただし、財

物については、本市の財物に係る賠償責任も対象とすること。 

イ 塾生が損害を与えた第三者から本市が管理者責任を請求された場合、本市が当該

第三者に支払う額を補償内容に含めること。 

 

（5） 保険金額等 

① 塾生の傷害に対する保険 

No 保険金の種類 概  要 

１ 死亡 
ケガを被り事故日から 180 日以内に死亡したときに死亡保険

金額 200 万円を支払う。 

２ 後遺障害 
ケガを被り事故日から 180 日以内に約款所定の後遺障害が

発生したときに死亡保険金額の 4％～100％を支払う。 

３ 入院 
ケガを被り医師の治療のために入院したとき事故の日から

180 日を限度に入院保険金日額 3000 円を支払う。 

４ 手術 
入院保険金を支払う場合に約款所定の手術を受けたとき入

院保険金に所定の倍率を乗じた手術保険金を支払う。 

５ 通院 

ケガを被り医師の治療のために事故の日から 180 日以内に

通院したときに 90 日を限度に通院保険金日額 2000 円を支

払う。 

 

② 塾生の賠償責任に対する保険 

No 保険金の種類 概  要 

１ 対人賠償 
共通支払限度額３０００万円（免責なし） 

２ 対物賠償 

 

（6） 保険料計算基礎数値 

① 第２０期京都教師塾の塾生  

概算２2０人（参考：第１９期 ２１８人） 

② カリキュラム全１８回 

（京都市教育学講座８回、授業実践講座２回、京都市立学校実地研修５回、 

フィールドワーク２回、卒塾式１回） 

 

 



 

3 

③ 延べ人数の考え方 （①塾生人数×②カリキュラム全１８回×参加率％） 

２2０人×１８回×78.2％＝3,097 人 

 

 

 

 

（7） 保険料支払方法 

保険始期までに支払う。 

具体的な手続き方法については契約業者と調整する。 

 

（8） 確定精算等 

必要に応じて確定精算を行うことができる。ただし、確定精算を行う場合は、令和８年４月

３０日までに、見積書等の提出を行うものとする。 

具体的な手続き方法については契約業者と調整する。 

 

（9） 事故対応 

引受保険会社は本市と発生した事故について相談できるよう担当者、連絡先を定めて体

制を整えること。 

 

4 見積書の記載内容について 

（1） 保険の種目別に、それぞれ１名あたりの保険料と、概算の保険料総額（概算２2０人分）、保

険料算定基礎数値に基づいた積算根拠を明記してください。 

（2） 見積書の宛先は京都市長宛とし、代表者印、法人印を押印してください。 

（3） 代理店がある場合は、その名称を明記してください。 

 

 

 

 

（６）-③ 参加率 78.2％については、上記（６）-②に示す各カリキュラムにおける 

過去 3 箇年の参加率の平均値です。 

【問合せ先】 

 教育委員会事務局 総合教育センター 教員養成支援室 

  （担当：可原、遠山  TEL：075-342-3883） 


